
直方市保育実習生受入強化事業補助金交付要綱 

 

（目的） 

第1条 この要綱は、直方市補助金交付規則（平成3年直方市規則第6号）第3条の

規定に基づき、市内において保育実習を行う学生（以下「実習生」という。）

を受け入れる保育所等に対して予算の範囲内において、直方市保育実習生受入

強化事業補助金（以下「補助金」という。）を交付することにより、市内保育

所等への就職者の増加を図り、もって本市保育所等の保育人材の確保を促進す

ることを目的とする。 

（定義） 

第2条 この要綱において、次の各号に掲げる用語の意義は、当該各号に定めると

ころによる。 

(1) 保育所等 児童福祉法（昭和22年法律第164号）第35条第4項の規定に基づ

いて設置された保育所、就学前の子どもに関する教育、保育等の総合的な提

供の推進に関する法律（平成18年法律第77号）第2条第6項の認定こども園又

は児童福祉法第6条の3第12項の事業を行う施設であって、子ども・子育て支

援法（平成24年法律第65号）第29条第1項の規定による市長の確認を受けた地

域型保育事業所をいう。 

(2) 学生 学校教育法（昭和22年法律第26号）第83条の規定による大学及び同

法第83条の2の規定による専門職大学、同法第108条の規定による短期大学又

は同法第124条の規定による専修学校（以下「大学等」という。）に在籍する

者をいう。 

(3) 実習 指定保育士養成施設の指定及び運営の基準について（平成15年12月

9日付雇児発第1209001号）に定める保育実習及び教育職員免許法施行規則（昭

和29年文部省令第26号）第2条に定める幼稚園教諭免許の授与を受けるのに必

要な習得単位である教育実習並びに大学等が認めた自主的に行う実習をいう。 

（補助対象者） 

第3条 補助の対象となる者は、次の各号のいずれにも該当する事業者とする。 

(1) 大学等が認める3日以上の実習の受入れを行う市内の保育所等であること。 

(2) 実習生に対して次条に規定する交通費を助成する市内の保育所等である

こと。ただし、同一年度内に同一実習生に助成したものは除く。 

（補助金の額等） 



第4条 補助金の額は、実習期間における実習生1人当たりの上限額を25,000円か

つ日額上限額を3,000円とし、対象経費は次に掲げるものとする。 

(1) 居住地（帰省先から保育所等に通う場合は帰省先をいう。以下同じ。）か

ら実習を行う保育所等に通うために要した次に掲げる最も経済的な通常の経

路による交通費 

ア 公共交通機関の利用に関する費用の往復の額 

イ 自家用車の利用に関する居住地から実習を行う保育所等までの最短距離

の往復の距離に1キロメートルにつき20円を乗じた額 

(2) この要綱による補助金の総額は、市長が予算の範囲内で定めた額とする。 

（補助金の交付申請） 

第5条 補助金の交付を受けようとする事業者（以下「申請者」という。）は、直

方市保育実習生受入強化事業補助金交付申請書（様式第1号）に次に掲げる書類

を添えて、市長に申請しなければならない。補助金は、年度ごとの申請とし、

交付申請期間は4月から翌年2月末までとする。 

(1) 学生証の写し 

(2) 学生の居住地が確認できる書類 

(3) 公共交通機関を利用する場合にあっては交通費支給計算表 

(4) 自家用車を利用する場合にあっては最短距離が分かる書類 

（補助金の交付決定等） 

第6条 市長は、前条の規定による申請があったときは、その内容を審査し、補助

金交付の可否について、直方市保育実習生受入強化事業補助金交付・不交付決

定通知書（様式第2号）により、申請者に通知するものとする。 

（実績報告） 

第7条 前条の規定により交付決定を受けた事業者（以下「補助事業者」という。）

は、直方市保育実習生受入強化事業補助金実績報告書（様式第3号）に次に掲げ

る書類を添えて、市長に報告しなければならない。 

(1) 公共交通機関を利用した場合にあっては交通費支給計算表 

(2) 自家用車を利用した場合にあっては最短距離が分かる書類 

(3) 直方市保育施設実習実績証明書（様式第4号） 

(4) 受領書（様式第5号） 

(5) その他市長が必要と認める書類 

（補助金の額の確定等） 



第8条 市長は、前条の規定による報告を受けたときは、その内容を審査し、補助

金の交付の決定の内容が適当であると認めたときは、交付すべき補助金の額を

確定し、直方市保育実習生受入強化事業補助金交付額確定通知書（様式第6号）

により補助事業者に通知するものとする。 

（補助金の請求） 

第9条 前条の規定により交付決定を受けた事業者は、直方市保育実習生受入強化

事業補助金交付請求書（様式第7号）により補助金の請求をするものとする。 

（補助金の交付） 

第10条 市長は、前条の規定により補助金の請求があったときは、補助事業者に

対して補助金を交付するものとする。 

（補助金の取消し） 

第11条 市長は、補助事業者について次の各号のいずれかに該当するときは、補

助金の交付の決定の全部又は一部を取り消すことができる。 

(1) 第3条に規定する要件を有しなくなったとき。 

(2) 虚偽その他不正な手段により補助金の交付を受けたとき。 

(3) その他市長が相当の理由があると認めたとき。 

（補助金の返還） 

第12条 市長は、補助金の交付の決定を取り消した場合において、既に補助金が

交付されているときは、期限を定めて、その全部又は一部の返還を命ずるもの

とする。 

 

附 則 

1 この要綱は、公布の日から施行する。 

2 この要綱は、令和11年3月31日限り、効力を失う。 

 


